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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第92期 

第３四半期連結 
累計期間 

第93期 
第３四半期連結 

累計期間 
第92期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 72,821 83,496 125,192 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △2,303 △8,942 3,414 

親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）又は親会社株主に帰属する当

期純利益 

（百万円） △2,372 △1,039 1,661 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △2,376 △706 829 

純資産額 （百万円） 67,995 74,069 77,257 

総資産額 （百万円） 126,806 155,760 160,949 

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額 
（円） △86.12 △31.83 59.48 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 52.5 47.5 47.0 

 

回次
第92期

第３四半期連結
会計期間

第93期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり四半期純利益金額
（円） △10.65 170.78 

  （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

     ２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。

     ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

     ４ 平成28年10月1日付で普通株式5株につき1株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、「１株当たり四半期純損失金額（△）又は１株当たり当期純利益

金額」を算定しております。

 

２【事業の内容】

 第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度末に子会社化した長野日本無線㈱およびその子会社と上田日本無線

㈱の各事業に関して、当社における連結業績管理方法の見直しを行い、新たに「メカトロニクス・電源」および「医

用機器」を報告セグメントに追加しております。

 報告セグメントの詳細は、「第４経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載の

とおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変

更はありませんが、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要

な影響をおよぼす可能性のある以下の事項が発生しております。

 

（公正取引委員会からの排除措置命令および課徴金納付命令について）

 当社は、平成26年11月18日に、消防救急デジタル無線機器の納入に係る取引に関し、独占禁止法の疑いがあるとし

て、公正取引委員会の立入調査を受け、以降、同委員会の調査に全面的に協力してまいりましたが、平成29年2月2

日、同委員会から独占禁止法に基づく排除措置命令および課徴金納付命令を受けました。

 なお、課徴金につきましては、第２四半期連結会計期間までに、特別損失として計上しており、業績には織り込み

済みでありますが、今後、当社グループの受注活動に影響を及ぼす可能性があります。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。
 
（１）業績の状況

①売上高および利益に関する当社グループの傾向

 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間の売上

高、利益ともに他の四半期連結会計期間と比較して大きい傾向にあります。このため、連結会計年度に占める第３四

半期連結累計期間の売上高、利益は相対的に低くなっております。 

 

②概況 

 当第３四半期連結累計期間における世界経済は、英国のEU離脱問題や中国をはじめとする新興国経済の成長減速に

加え、景気回復基調が継続している米国においても、新政権への移行による政策運営に対する不確実性が懸念される

など、全体としては景気の先行きは不透明な状況となっております。

 わが国におきましては、雇用・所得環境の改善により穏やかな回復基調が続いております。一方で、為替相場や株

式市場が大きく変動するなど、景気の先行きについては下振れリスクを抱えております。

 このような経済情勢のもと、当社グループは売上高の増大を図るべく各事業において積極的な事業展開を推進する

とともに、より効率的な事業運営に取り組んできました。 

 また、前事業年度まで3事業年度にわたって事業構造改革を推進してきた結果、新たな成長に向けた事業基盤の確

立に一定の目途がついたことから、グローバル競争に打ち勝つ事業運営体制を構築するため、平成28年3月に長野日

本無線㈱、上田日本無線㈱を完全子会社とし、事業の一体運営とシナジー効果の最大化に取り組んでおります。今後

は事業構造改革の次のステージである成長戦略に注力すべく、安全・安心、環境保全関連事業など成長分野に経営資

源を集中して売上高の拡大を目指すとともに、海外および民需市場を成長領域と位置付け、新市場の開拓ならびに新

規事業の育成・推進のため諸施策を検討・実施しております。具体的には、海上機器事業において、連結子会社の

Alphatron Ｍarine Beheer B.V.（オランダ ロッテルダム市）と共同開発したブリッジシステムなど戦略商品を市場

投入するとともに、国内・海外拠点再編による販売力とサービス体制の強化に取り組んでおります。ソリューション

事業においても、新興国を中心とした海外ソリューション事業の拡大に努めております。

 当第３四半期連結累計期間の売上高につきましては、前連結会計年度末に長野日本無線㈱と上田日本無線㈱を連結

子会社化した影響などにより、83,496百万円(前年同期比14.7%増)となりました。

 一方で利益につきましては、海上機器事業の売上減少などにより、営業損失が8,813百万円(前年同期は2,509百万

円の営業損失)となり前年同期から6,304百万円の悪化、経常損失が8,942百万円(前年同期は2,303百万円の経常損失)

となり前年同期から6,638百万円の悪化となりました。親会社株主に帰属する四半期純損失は、消防救急デジタル無

線機器の納入に係る取引に関し、独占禁止法関連の偶発損失引当金繰入額1,687百万円を特別損失として計上しまし

たが、固定資産売却益10,952百万円を特別利益として計上したことにより、1,039百万円(前年同期は2,372百万円の

親会社株主に帰属する四半期純損失)と1,332百万円の改善となりました。
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 当第３四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は次のとおりであり、セグメント利益または損失は、営業利

益(または営業損失)ベースの数値であります。

 なお、前連結会計年度末より長野日本無線㈱、上田日本無線㈱を連結子会社として連結の範囲に含めたことに伴

い、「メカトロニクス・電源事業」、「医用機器事業」を報告セグメントに追加しております。このため、「メカト

ロニクス・電源事業」、「医用機器事業」の前年同期比については記載しておりません。

 

（海上機器事業） 

 造船市況の低迷により商船新造船向け機器の売上が減少しました。また、海運市況の悪化を受け船主による設備投

資意欲の減退により商船換装向け機器の売上も減少しました。

 この結果、海上機器事業の売上高は23,347百万円(前年同期比30.0%減)、セグメント損失は2,684百万円(前年同期

は1,940百万円のセグメント利益)となりました。

 

（通信機器事業） 

 好調な市場環境に支えられ自動車用ITS製品の売上が増加しました。また、携帯電話の設備投資需要が堅調に推移

したことにより、中継装置の売上も増加しました。

 この結果、通信機器事業の売上高は10,345百万円(前年同期比12.0%増)、セグメント利益は147百万円(前年同期は

516百万円のセグメント損失)となりました。

 

（ソリューション・特機事業） 

 防災事業において大型案件の出荷が一巡したことなどを受け、衛星通信等基幹系システムと移動無線システムの売

上が減少しました。また、レーダ監視システムの売上も需要減少により減少しましたが、長野日本無線㈱の連結子会

社化により売上高は増加しました。

 この結果、ソリューション・特機事業の売上高は29,525百万円(前年同期比2.8%増)となりましたが、費用増などに

よりセグメント損失は6,502百万円(前年同期は3,625百万円のセグメント損失)となりました。

 

（メカトロニクス・電源事業） 

 複写機周辺機器の販売が低調に推移したことなどにより、事務用機器の売上が伸び悩みました。また、電源装置の

売上も伸び悩みました。 

 この結果、メカトロニクス・電源事業の売上高は11,997百万円、セグメント損失は270百万円となりました。

 

（医用機器事業） 

 新機種の市場投入効果や海外特需により、医用・超音波機器の売上が増加しました。

 この結果、医用機器事業の売上高は6,615百万円、セグメント利益は585百万円となりました。

 

（その他) 

 上記のセグメントに含まれない「その他」(連結子会社の業績等)の売上高は1,663百万円(前年同期比9.5%増)、セ

グメント損失は123百万円(前年同期は177百万円のセグメント損失)となりました。 

 

（２）事業上および財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの財務上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

事業上の対処すべき課題として事業構造改革により新たな成長に向けた事業基盤の確立に目途がついたことから、次

のステージである成長戦略の諸施策に取り組んでおります。

 

（３）研究開発活動

 当社グループは、中長期的な視野に立った基礎研究から事業活動に直結した新技術の開発まで総合的な研究開発活

動を行っており、当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、4,768百万円でありま

す。なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（４）生産、受注および販売の実績 

 当第３四半期連結累計期間において、生産、受注および販売の実績が増加しております。

これは主に、長野日本無線㈱およびその子会社と上田日本無線㈱の業績を含めたことによるものです。

 当第３四半期連結累計期間における生産および受注の実績は、次のとおりであります。なお、販売実績は、セグメ

ント情報に記載のとおりであります。

セグメントの名称
生産実績
(百万円)

前年同
四半期比(％)

受注高
(百万円)

前年同
四半期比(％)

受注残高
(百万円)

前年同
四半期比(％)

海上機器 13,364 △33.6 19,663 △38.9 15,960 △28.8

通信機器 11,177 22.7 11,711 26.6 2,542 50.7

ソリューション・特機 26,106 23.6 52,725 4.6 65,593 5.3

メカトロニクス・電源 13,009 － 16,338 － 4,340 －

医用機器 6,816 － 9,415 － 2,800 －

その他 13,470 △15.4 1,675 9.9 25 125.6

合計 83,944 26.7 111,529 19.5 91,262 5.6

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（５）主要な設備

 当第３四半期連結累計期間において、埼玉県ふじみ野市にシステムエンジニアリング、研究開発等の拠点となる川

越事業所（建物および構築物の帳簿価額 3,978百万円 平成28年12月31日現在）が完成しております。

 

（６）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

 当第３四半期連結累計期間において、「第２ 事業の状況 ３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析 （１）業績の状況 ②概況」に記載のとおり、事業構造改革による新たな成長に向けた事業基盤の確立に

目途がついたことから、グローバル競争に打ち勝つ事業運営体制を構築するため、平成28年3月に長野日本無線㈱、

上田日本無線㈱を完全子会社とし、事業の一体運営とシナジー効果の最大化に取り組むとともに、成長戦略の遂行に

より継続的な成長路線への転換を図ってまいります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,200,000

計 43,200,000

（注）平成28年6月24日開催の第92回定時株主総会決議により、平成28年10月1日付で株式併合に伴う定款の変更が行わ

れ、発行可能株式総数は172,800,000株減少し、43,200,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年2月7日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,804,846 32,804,846
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数 100株

計 32,804,846 32,804,846 ― ―

（注）平成28年6月24日開催の第92回定時株主総会決議により、平成28年10月1日付で5株を1株にする株式併合および

1,000株を100株にする単元株式数の変更を実施しております。これにより発行済株式総数は131,219,385株減少

し、32,804,846株となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年10月 1日から 

平成28年12月31日まで
△131,219,385 32,804,846 － 14,704 － 21,893

（注）平成28年6月24日開催の第92回定時株主総会決議により、平成28年10月1日付で5株を1株にする株式併合を実施して

おります。これにより発行済株式総数は131,219,385株減少し、32,804,846株となっております。

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、直前の基準日（平成28年9月30日）に基づく

株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年9月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式    665,000
－ －

完全議決権株式（その他）

 

普通株式  162,058,000

 

162,058 －

単元未満株式 普通株式   1,301,231 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 164,024,231 － －

総株主の議決権 － 162,058 －

（注）平成28年6月24日開催の第92回定時株主総会決議により、平成28年10月1日付で5株を1株にする株式併合および

1,000株を100株にする単元株式数の変更を実施しております。これにより発行済株式総数は131,219,385株減少

し、32,804,846株となっております。

 

②【自己株式等】

平成28年9月30日現在
 

所有者の氏名又は 
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有 
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本無線株式会社

東京都三鷹市下連

雀五丁目１番１号

（注）２

665,000 － 665,000 0.40

計     － 665,000 － 665,000 0.40

 （注）１ 平成28年6月24日開催の第92回定時株主総会決議により、平成28年10月1日付で5株を1株にする株式併合およ

び1,000株を100株にする単元株式数の変更を実施しており、当第３四半期会計期間末日（平成28年12月31

日）現在の自己株式数は、134,856株であります。

    ２ 平成28年12月5日より本店を東京都三鷹市牟礼六丁目２１番１１号に移転しております。

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成28年4月1日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,042 4,571 

受取手形及び売掛金 61,021 ※１ 39,686 

商品及び製品 12,793 13,016 

仕掛品 24,907 33,908 

原材料及び貯蔵品 6,844 7,183 

前渡金 1,170 2,044 

関係会社短期貸付金 900 600 

繰延税金資産 2,057 1,758 

その他 1,397 3,825 

貸倒引当金 △293 △260 

流動資産合計 115,840 106,333 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 16,666 21,024 

機械装置及び運搬具（純額） 1,626 1,555 

工具、器具及び備品（純額） 3,056 2,944 

土地 7,289 7,304 

リース資産（純額） 334 268 

建設仮勘定 2,253 234 

有形固定資産合計 31,227 33,332 

無形固定資産    

のれん 1,129 2,148 

その他 1,505 1,484 

無形固定資産合計 2,634 3,633 

投資その他の資産    

投資有価証券 4,256 5,145 

長期貸付金 344 332 

退職給付に係る資産 2,664 2,818 

繰延税金資産 2,780 2,711 

その他 2,123 2,525 

貸倒引当金 △920 △1,072 

投資その他の資産合計 11,247 12,461 

固定資産合計 45,109 49,427 

資産合計 160,949 155,760 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 28,658 ※１ 20,986 

短期借入金 17,187 17,180 

1年内返済予定の長期借入金 3,268 3,189 

リース債務 193 166 

未払費用 3,437 3,419 

未払法人税等 719 202 

前受金 3,026 7,616 

預り金 305 987 

製品保証引当金 74 60 

工事損失引当金 485 939 

偶発損失引当金 ※３ 575 ※３ 2,262 

その他 5,920 ※１ 4,288 

流動負債合計 63,853 61,299 

固定負債    

長期借入金 337 197 

リース債務 398 304 

繰延税金負債 453 1,413 

再評価に係る繰延税金負債 510 510 

環境対策引当金 131 124 

退職給付に係る負債 16,565 16,797 

資産除去債務 560 473 

その他 880 570 

固定負債合計 19,838 20,391 

負債合計 83,692 81,691 

純資産の部    

株主資本    

資本金 14,704 14,704 

資本剰余金 22,417 22,417 

利益剰余金 38,912 37,055 

自己株式 △180 △182 

株主資本合計 75,853 73,994 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,053 1,727 

土地再評価差額金 252 252 

為替換算調整勘定 △120 △764 

退職給付に係る調整累計額 △1,364 △1,288 

その他の包括利益累計額合計 △178 △72 

非支配株主持分 1,582 146 

純資産合計 77,257 74,069 

負債純資産合計 160,949 155,760 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 72,821 83,496 

売上原価 58,925 71,219 

売上総利益 13,895 12,276 

販売費及び一般管理費 16,405 21,090 

営業損失（△） △2,509 △8,813 

営業外収益    

受取利息 30 16 

受取配当金 127 129 

持分法による投資利益 170 － 

その他 108 240 

営業外収益合計 438 387 

営業外費用    

支払利息 81 116 

持分法による投資損失 － 0 

固定資産除却損 40 132 

為替差損 59 33 

貸倒引当金繰入額 － 171 

その他 50 61 

営業外費用合計 232 515 

経常損失（△） △2,303 △8,942 

特別利益    

固定資産売却益 － ※２ 10,952 

助成金収入 － ※３ 1,000 

特別利益合計 － 11,952 

特別損失    

減損損失 31 75 

投資有価証券評価損 9 12 

事業構造改善費用 475 － 

偶発損失引当金繰入額 ※４ 575 ※４ 1,687 

のれん償却額 － ※５ 853 

特別損失合計 1,092 2,628 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△3,396 381 

法人税、住民税及び事業税 385 298 

法人税等調整額 △1,691 995 

法人税等合計 △1,306 1,294 

四半期純損失（△） △2,089 △913 

非支配株主に帰属する四半期純利益 282 126 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,372 △1,039 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純損失（△） △2,089 △913 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △195 674 

為替換算調整勘定 △330 △543 

退職給付に係る調整額 227 75 

持分法適用会社に対する持分相当額 11 － 

その他の包括利益合計 △286 206 

四半期包括利益 △2,376 △706 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,568 △933 

非支配株主に係る四半期包括利益 192 227 
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【注記事項】

（会計上の見積りの変更）

（偶発損失引当金の見積りの変更）

 当社は、消防救急デジタル無線機器の納入に係る取引に関し、独占禁止法違反の疑いがあるとして平成26年11

月18日に公正取引委員会の立入検査を受けました。平成28年10月20日に同委員会より排除措置命令(案)および課

徴金納付命令書(案)に関する意見聴取の通知を受領したことにより、第２四半期連結会計期間において、課徴金

納付命令書(案)に基づき損失見積額の変更を行いました。

 この見積りの変更による増加額1,687百万円を偶発損失引当金に加算しております。

 また、この見積りの変更により、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は1,687百万円減少

しております。

 なお、平成29年2月2日に、同委員会から独占禁止法に基づく排除措置命令および課徴金納付命令を受けました

が、損失計上額に変更はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

（取得による企業結合）

 当社は、平成25年12月にAlphatron Marine Beheer B.V.の議決権を51%取得し、同時に株主間合意書の締結に

より、残株となる議決権49%の取り扱いについても取り決めました。この株主間合意書にもとづき、新たに株式

譲渡契約を締結の上、平成28年9月にAlphatron Marine Beheer B.V.の議決権49%を追加取得し完全子会社として

おります。株主間合意にもとづく一連の同社議決権の取得は、一体の取引として扱い、支配獲得後に追加取得し

た持分に係るのれんにつきましては、支配獲得時に発生していたものとして算定し、追加取得時までののれんの

償却相当額を追加取得時に一括して費用（特別損失）として計上しております。

 

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称およびその事業の内容

被取得企業の名称    Alphatron Marine Beheer B.V.およびその子会社11社

事業の内容          船舶用航法機器、無線機器等の販売およびサービス

（2）企業結合を行った主な理由

 Alphatron Marine Beheer B.V.は、当社の海上機器製品の代理店として20年以上の協業関係にあり、ま

た、オフショア支援船など高付加価値ワークボート市場向け機器の販売・サービスとシステムインテグレ

ーションに強みを持っております。当社が Alphatron Marine Beheer B.V.と開発・販売戦略を共有し、両

社の技術を結集することで、最先端の船舶用航法機器・通信機器を顧客に提供することが可能となり、当

社グループの海上機器事業を一層強化することができます。

 そこで、当社が Alphatron Marine Beheer B.V.の議決権を取得することにいたしました。

（3）企業結合日

平成25年12月31日（みなし取得日） 支配獲得

平成28年 9月30日（みなし取得日） 追加取得

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

変更はありません。

（6）取得した議決権比率

支配獲得時（平成25年12月31日）に取得した議決権比率  51％

追加取得時（平成28年 9月30日）に取得した議決権比率  49％

取得後の議決権比率                            100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価とした株式取得により、Alphatron Marine Beheer B.V.の議決権の51％を獲得したた

め。
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２．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳 

 支配獲得時

取得の対価 現金 2,563百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等   199百万円

取得原価   2,762百万円

 

 追加取得時

取得の対価 現金 3,384百万円

取得原価   3,384百万円

 

３．主要な取得関連費用の内容および金額

 追加取得時

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等    34百万円

前連結会計年度より、取得関連費用は発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。 

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間

（1）発生したのれんの金額

   支配獲得時 1,707百万円

   追加取得時 2,205百万円

   合計額   3,913百万円

（2）発生原因

 取得原価が、受け入れた資産および引き受けた負債の純額を上回ったため、その超過額をのれんとして計

上しております。

（3）償却方法および償却期間   ７年間にわたる均等償却

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 ※１ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －百万円 204百万円

支払手形 － 772

設備関係支払手形 － 16

 

  ２ 保証債務

 個人の金融機関からの借入に対し、次の債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

従業員住宅ローン 2百万円 従業員住宅ローン 0百万円

    計 2     計 0

 

 ※３ 偶発損失引当金

 詳細については、四半期連結財務諸表「注記事項（会計上の見積りの変更）（偶発損失引当金の見積りの変

更）」に記載のとおりであります。

 

 ４ 受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成28年3月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形割引高 421百万円 －百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

  １ 売上高の季節的変動

 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間の

売上高、利益ともに他の四半期連結会計期間と比較して大きい傾向にあります。このため、連結会計年度に占

める第３四半期連結累計期間の売上高、利益は相対的に低くなっております。 

 

 ※２ 固定資産売却益

子会社跡地の売却（549百万円）および三鷹製作所の土地を売却（10,402百万円）したものであります。 

 

 ※３ 助成金収入

長野県からの「ものづくり産業応援助成金」収入であります。

 

 ※４ 偶発損失引当金繰入額

詳細については、四半期連結財務諸表「注記事項（会計上の見積りの変更）（偶発損失引当金の見積りの変 

更）」に記載のとおりであります。

 

 ※５ のれん償却額

Alphatron Marine Beheer B.V.の株式追加取得に係るのれん償却額であります。

詳細については、四半期連結財務諸表「注記事項（追加情報）（取得による企業結合）」に記載のとおりで

あります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却

額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年 4月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年 4月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費

のれんの償却額

1,711百万円

172

2,124百万円

1,088

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年4月1日 至 平成27年12月31日）

   配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年5月8日 

  取締役会
普通株式 688 5 平成27年3月31日 平成27年6月5日 利益剰余金

平成27年11月6日 

  取締役会
普通株式 688 5 平成27年9月30日 平成27年12月7日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年4月1日 至 平成28年12月31日）

   配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年5月10日 

  取締役会
普通株式 818 5 平成28年3月31日 平成28年6月6日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、基準日において連結子会社が保有している当社株式への配当金2百万円が含まれてお

ります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年4月1日 至平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

 
海上 
機器 

通信 
機器 

ソリュー 
ション・ 
特機 

メカトロ
ニクス・
電源 

医用 
機器 

計 

売上高                    

外部顧客への 

売上高 
33,344 9,238 28,719 － － 71,303 1,518 72,821 － 72,821 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

6,709 － 515 － － 7,224 1,609 8,834 △8,834 － 

計 40,053 9,238 29,235 － － 78,527 3,128 81,655 △8,834 72,821 

セグメント利益

又は損失（△） 
1,940 △516 △3,625 － － △2,200 △177 △2,378 △131 △2,509 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社におけるソフ

トウェア事業等を含んでおります。

   ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、棚卸資産に含まれる未実現利益の調整額△132百万円等

が含まれております。

   ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。なお、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 重要な変更等はありません。なお、「通信機器」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を31百万円計上し

ており、「海上機器」セグメントにおいて、のれんの償却額を172百万円計上しております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年4月1日 至平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

 
海上 
機器 

通信 
機器 

ソリュー 
ション・ 
特機 

メカトロ
ニクス・
電源 

医用 
機器 

計 

売上高                    

外部顧客への 

売上高 
23,347 10,345 29,525 11,997 6,615 81,832 1,663 83,496 － 83,496 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

7,830 1,151 5,295 7,409 10 21,697 1,339 23,036 △23,036 － 

計 31,177 11,497 34,820 19,407 6,625 103,529 3,003 106,532 △23,036 83,496 

セグメント利益

又は損失（△） 
△2,684 147 △6,502 △270 585 △8,723 △123 △8,847 33 △8,813 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社におけるソフ

トウェア事業等を含んでおります。

   ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、棚卸資産に含まれる未実現利益の調整額31百万円等が

含まれております。

   ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。なお、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度末に子会社化した長野日本無線㈱およびその子会社と上田日本無

線㈱の各事業に関して、当社における連結業績管理方法の見直しを行い、新たに「メカトロニクス・電源」および

「医用機器」を報告セグメントに追加しております。

 前連結会計年度末に「その他」の区分に計上しておりました長野日本無線㈱およびその子会社と上田日本無線㈱

の各事業は、各セグメントに区分を変更しております。

 また、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成しております。

 新たな報告セグメントの内容は、以下の通りです。

 「メカトロニクス・電源」は、長野日本無線㈱およびその子会社の行う事業であり、主な製品は、事務用機器、

生産設備機器、電源装置等であります。

 「医用機器」は、上田日本無線㈱の行う事業であり、主な製品は、超音波診断装置、超音波探触子・振動子、医

用分析装置等であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る減損損失）

 「通信機器」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を75百万円計上しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

 「海上機器」セグメントにおいて、Alphatron Marine Beheer B.V.の株式を追加取得したことにより、のれんが

発生しております。当該事象におけるのれんの増加額は2,205百万円であり、特別損失としてのれん償却額853百万

円を計上しております。詳細については、四半期連結財務諸表「注記事項（追加情報）（取得による企業結合）」

に記載のとおりであります。

 なお、「海上機器」セグメントにおいて、のれんの償却額を234百万円計上しております。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年 4月 1日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年 4月 1日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △86円12銭 △31円83銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）
△2,372 △1,039

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する    

四半期純損失金額（△）（百万円）
△2,372 △1,039

普通株式の期中平均株式数（千株） 27,546 32,671

   （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 平成28年10月1日付で普通株式5株につき1株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、「１株当たり四半期純損失金額（△）」を算定しております。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

   該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年2月6日

日本無線株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 津田 英嗣  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 植木 拓磨  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本無線株式会
社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成
28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。 
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本無線株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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